共同出願契約書案
国立大学法人秋田大学（以下「甲」という）と，○○○（以下「乙」という）とは，平成○○年○月○○日付けで甲及び乙の間で締結した共同研究契約（研究題目：○○○○○，以下，「原契約」という）に基づく研究活動の結果生じた発明の取り扱いに関し，次のとおり契約（以下，「本契約」という）を締結する。
（定義）

第１条　本契約において「本発明」とは，下記の発明をいう。
　　　発明の名称：○○○○
　　　出願番号：［出願済みの場合］

　　　甲の整理番号：△△△△
　　　乙の整理番号：△△△△
２　本契約において「本特許権等」とは，本発明にかかる特許を受ける権利および当該特許出願に基づいて得られる特許権をいう。
（権利の持分）

第２条　本特許権等は甲と乙の共有とし，その持分は，甲が□％，乙が□％とする。
（手続）

第３条　本発明の特許出願及びこれに付随する手続き並びに特許権等の維持保全の手続きは甲がこれを行うものとする。ただし，出願審査の請求を行うとき又は拒絶理由通知を受けたとき，その他甲乙協議の上で手続きすることが適当と認められるときは，甲は乙と事前に協議するものとする。尚、甲は、出願及び維持保全の手続きを代理人に委任することができる。
２　甲は，甲自身又は代理人を介した前項における手続きの経過を，その都度遅滞なく乙に通知しなければならない。なお，甲は，甲に代わって甲の代理人に当該通知を行なわせることができる。

（費用の負担）

第４条　前条の手続きに要する費用（弁理士費用を含む）は，乙が負担する。ただし，甲が自身の事情により行う名義変更，住所変更等の手続きに要する費用については甲が費用を負担する。
（優先的実施）

第５条　甲は，本特許権等を，乙又は乙の指定する者から優先的に実施したい旨の通知があった場合には，乙と契約を締結し，本特許権等を出願したときから１０年間優先的に実施させることを許諾するものとする。この場合，甲が乙に優先的な実施を許諾した期間（以下，「優先的実施期間」という）においては，甲は，乙の事前の同意を得ることなく，乙及び乙の指定する者のいずれでもない者（以下，「第三者」という）に対して新たに実施許諾しないものとする。
２　甲は，乙又は乙の指定する者から前項に規定する優先的実施期間を更新したい旨の申し出があった場合には，優先的実施期間の更新を許諾する。この場合，更新する期間については，甲乙協議の上，定めるものとする。

（第三者に対する実施許諾）

第６条　甲は，優先的実施期間が設定される前においては，乙の意見を聴取の上，乙が実施許諾を拒む正当な理由がない場合には，本特許権等を第三者に実施許諾することができる。

２　甲は，乙又は乙の指定する者が，本特許権等を，前条第１項及び第２項に規定する優先的実施期間中その第２年次以降において正当な理由なく実施しないときは，乙又は乙の指定する者の意見を聴取の上，第三者に対し本特許権等の実施を許諾することができるものとする。

３　乙は，本特許権等を第三者に対し実施の許諾をすることができるものとする。この場合，甲は，前項の場合を除き，本特許権等を自己実施せず，かつ，第三者に新たに実施許諾しない。

（実施料）

第７条　乙は，乙又は乙の指定する者が本特許権等を実施しようとするときは，事前に甲と実施契約を締結し，当該実施契約で定める合理的な実施料を甲に支払わなければならない。ただし，乙が乙の指定する者からの実施料の支払いを求めることを甲に申し入れた場合は，当該実施料を甲及び乙の持分に応じて，それぞれに配分するものとする。
２　甲及び乙の共有に係る本特許権等を第三者に実施させた場合の実施料は，当該知的財産権に係る甲及び乙の持分に応じて，それぞれに配分するものとする。
（第三者との紛争等）

第８条　甲及び乙は，本発明の特許出願又は特許権等に関し，審判，判定又は第三者との間に紛争が生じた場合には，相互に協力して対処するものとする。
２　前項の解決に要する費用は，乙が負担する。 

（持分譲渡）

第９条　甲及び乙は，事前に他の共有者の同意を書面にて得なければ，第２条に定める自己の持分を第三者に譲渡することはできない。 

２　前項に定める同意を得て第三者に譲渡するときは，その持分譲渡に関する費用は譲渡人及び譲受人の双方又はそのいずれかが負担するものとする。 
３　第１項に定める同意を得て甲又は乙が自己の持分を第三者に譲渡した場合，本契約に定める甲又は乙の権利及び義務は，当該第三者が承継するものとする。ただし，甲と乙の協議により，第三者が承継する権利及び義務を別のものとすることが合意されているときは，この限りではない。
４　甲及び乙は，本発明の特許出願が設定登録された場合には，甲の持分を乙に譲渡することについて協議の場を設ける。この協議において，甲と乙が合意に至った場合には，特許が認められた権利範囲に応じた合理的な額を譲渡対価として，甲の持分を乙に譲渡するものとする。
（持分放棄）

第１０条　甲及び乙は，第２条に定める自己の持分の放棄を希望する場合は，事前に書面により他の共有者に通知するものとする。 
２　甲又は乙が，第４条に定める費用の支払いを，相手方の求めにもかかわらず拒否した場合には，自己の持分を放棄したものとみなす。
３　第１項又は第２項により甲又は乙が持分放棄した場合，放棄した持分は，他の共有者が無償でこれを承継することができる。放棄人は，当該承継人が自己負担で行う当該承継に必要な出願人名義変更等の手続きに協力するものとする。
４　前項に定める当該放棄人の協力義務が当該承継人の指定する日までに履行されず，前項の手続きがなされない場合，本特許権等は当該承継人の名義とみなし，当該承継人の裁量で本特許権等を措置することができる。
（守秘義務） 

第１１条　甲及び乙は，本発明の内容について秘密を厳守するものとする。ただし，事前に相手方の同意（担当者からのメールによる同意を含む）を得た事項及び当事者の責によらず公知となった事項については，このかぎりではない。
２　第１項の定めは第１５条により本契約が終了した後においても本発明が公知となるまで有効とする。
（研究目的等での実施）

第１２条　甲は，乙の同意を得ることなく，試験，研究及び治療行為の目的で，本発明を自由に実施することができる。

（発明者に対する補償）

第１３条　本発明者に対する補償は，甲及び乙がそれぞれ自己に属する発明者に対してのみ自己の規定に基づき行う。
（優先権主張出願等） 

第１４条　甲及び乙は，本発明の特許出願を先の出願とする国内優先権主張出願，分割出願，変更出願又は外国出願を行おうとするときは，その取扱いについて互いに協議の上，定めるものとする。ただし、外国出願を行おうとするときは、本発明の出願の日から６ヶ月以内に協議を行うものとする。

２　国内優先権主張出願，分割出願，変更出願又は外国出願を共同で行った場合には，当該出願にあたり持分又は条件を変更することが合意されているときを除き，当該出願に本契約の各規定を準用し，当該出願の日に新たな共同出願契約が締結されたものとみなす。

（契約有効期間）

第１５条　本契約の有効期間は，本契約の締結日から本発明に基づき取得した特許権の存続期間満了日までとする。ただし，次の各号に該当したときは，その該当する日に終了するものとする。 

（１） 本発明の特許出願すべてについて拒絶の査定又は審決が確定したとき。

（２） 本発明に基づいて取得した特許の無効の審決が確定したとき。

（３） 本出願を取り下げたとき（取り下げたとみなされる場合を含む）。

（４） 特許料の不納により特許権が消滅したとき。

（５） 本発明に係る全ての特許権等の持分が甲又は乙に承継されたとき。

（６） 甲又は乙が自己の持分を放棄したとき。
２　本契約の有効期間中に存続した本特許権等に対する侵害について，本契約の終了後に実施許諾等の権利行使をする場合には，本契約を適用する。
（本契約の優越）

第１６条　本契約締結以前に甲乙間でなされた協議内容，合意事項又は原契約と，本契約の内容とが相違する場合は、本契約が優先するものとする。
（協議）

第１７条　本契約に定めのない事項について，これを定める必要があるときは，甲乙協議の上，定めるものとする。
本契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲乙がそれぞれ１通を保管するものとする。 

令和○○年○○月○○日 
（甲）　　　　秋田県秋田市手形学園町１番1号
国立大学法人秋田大学 
学長   山　本　文　雄　　　　　　印

（乙）        住所　 ○○○○○ 
名称　 ○○○○株式会社

取締役 ○○ ○○ 　　　　　　　印
